
 

議案第14号 

 

令和８年度貝塚市一般会計予算 

 

令和８年度貝塚市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ42,250,024千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

(債務負担行為) 

第２条 地方自治法第214条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び限度額は、「第

２表 債務負担行為」による。 

(地方債) 

第３条 地方自治法第230条第１項の規定により起すことができる地方債の起債の目的、限度額、 

起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

(一時借入金) 

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、4,000,000千

円と定める。 

(歳出予算の流用) 

第５条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用する

ことができる場合は、次のとおりと定める。 

(１) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

令和８年２月24日提出 

貝塚市長 牛 尾 治 朗 
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　歳　入 (単位   千円)

1. 市税 12,334,230 12. 分担金及び負担金 96,767

1. 市民税 5,199,586 1. 負担金 96,767

2. 固定資産税 5,236,149 13. 使用料及び手数料 371,935

3. 軽自動車税 238,663 1. 使用料 231,863

4. 市たばこ税 730,507 2. 手数料 140,072

5. 都市計画税 927,826 14. 国庫支出金 8,610,359

6. 入湯税 1,499 1. 国庫負担金 7,384,725

2. 地方譲与税 181,350 2. 国庫補助金 1,199,406

1. 地方揮発油譲与税 34,000 3. 委託金 26,228

2. 自動車重量譲与税 134,000 15. 府支出金 3,538,404

3. 森林環境譲与税 13,000 1. 府負担金 2,523,748

4. 特別とん譲与税 350 2. 府補助金 845,875

3. 利子割交付金 64,700 3. 委託金 168,781

1. 利子割交付金 64,700 16. 財産収入 44,166

4. 配当割交付金 182,000 1. 財産運用収入 44,166

1. 配当割交付金 182,000 17. 寄附金 905,010

5. 株式等譲渡所得割交付金 195,000 1. 寄附金 905,010

1. 株式等譲渡所得割交付金 195,000 18. 繰入金 3,024,074

6. 法人事業税交付金 282,000 1. 特別会計繰入金 31,212

1. 法人事業税交付金 282,000 2. 基金繰入金 2,990,362

7. 地方消費税交付金 2,400,000 3. 財産区繰入金 2,500

1. 地方消費税交付金 2,400,000 19. 繰越金 100

8. 環境性能割交付金 740 1. 繰越金 100

1. 環境性能割交付金 740 20. 諸収入 732,679

9. 地方特例交付金 139,800 1. 延滞金加算金及び過料 12,000

1. 地方特例交付金 137,000 2. 市預金利子 4,504

2.
新型コロナウイルス感染症対策
地方税減収補特別交付金

2,800 3. 貸付金元利収入 119,253

10. 地方交付税 6,883,000 4. 収益事業収入 325,000

1. 地方交付税 6,883,000 5. 雑入 271,922

11. 交通安全対策特別交付金 10,810 21. 市債 2,252,900

1. 交通安全対策特別交付金 10,810 1. 市債 2,252,900

金　　　額

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 42,250,024

項款 金　　　額款 項
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　歳　出 (単位   千円)

1. 議会費 254,450 6. 住宅費 273,513

1. 議会費 254,450 9. 消防費 1,352,447

2. 総務費 5,994,157 1. 消防費 1,352,447

1. 総務管理費 5,237,155 10. 教育費 3,408,656

2. 徴税費 380,780 1. 教育総務費 506,409

3. 戸籍住民基本台帳費 258,646 2. 小学校費 1,178,783

4. 選挙費 45,530 3. 中学校費 685,903

5. 統計調査費 31,556 4. 幼稚園費 197,428

6. 監査委員費 40,490 5. 社会教育費 671,145

3. 民生費 20,399,997 6. 保健体育費 168,988

1. 社会福祉費 8,223,402 11. 公債費 2,969,370

2. 児童福祉費 8,617,336 1. 公債費 2,969,370

3. 生活保護費 3,559,259 12. 諸支出金 13,063

4. 衛生費 4,054,840 1. 公共施設等整備基金 7,684

1. 保健衛生費 1,040,158 2. 減債基金 171

2. 清掃費 2,056,096 3. 財政調整基金 5,208

3. 病院費 922,000 13. 予備費 10,000

4. 上水道費 36,586 1. 予備費 10,000

5. 労働費 20,308 42,250,024

1. 労働諸費 20,308

6. 農林水産業費 229,031

1. 農業費 209,282

2. 林業費 19,749

7. 商工費 272,468

1. 商工費 272,468

8. 土木費 3,271,237

1. 土木管理費 200,783

2. 道路橋梁費 828,481

3. 河川費 22,079

4. 港湾費 1,361

5. 都市計画費 1,945,020

款 項 金　　　額 款 項 金　　　額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 
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事　　　　　　　項 期　　　間　 限　度　額

令和8年度

～ 3,000千円

令和9年度

令和8年度

～ 3,881千円

令和9年度

令和8年度

～ 8,572千円

令和9年度

令和8年度

～ 62,205千円

令和14年度

令和8年度

～

令和13年度

令和8年度

～ 9,339千円

令和13年度

令和8年度

～ 27,091千円

令和9年度

令和8年度

～ 16,368千円

令和9年度

令和8年度

～ 4,398千円

令和9年度

令和8年度

～ 7,084千円

令和10年度

第２表　　債　務　負　担　行　為

市 議 会 だ よ り 印 刷 事 業

府 知 事 及 び 府 議 会 議 員 選 挙 事 業

市 議 会 議 員 選 挙 事 業

広 報 紙 等 配 布 事 業

広 報 紙 印 刷 製 本 事 業

1,200,000千円、ただし、
消費税法等の改正等によっ
て消費税及び地方消費税額
に変動が生じたときは、相
当額を加算した額

子 ど も の 生 活 ・ 学 習 支 援 事 業

第 ５ 次 地 域 福 祉 計 画 策 定 事 業

財 務 会 計 シ ス テ ム 等 更 新 事 業

防 犯 カ メ ラ 設 置 事 業

市 民 文 化 会 館 管 理 運 営 委 託 料
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事　　　　　　　項 期　　　間　 限　度　額

令和8年度

～ 501千円

令和9年度

令和8年度

～

令和9年度

令和8年度

～ 15,000千円

令和9年度

令和8年度

～ 19,000千円

令和9年度

令和8年度

～ 170,000千円

令和10年度

令和8年度

～ 4,000千円

令和9年度

令和8年度

～ 8,895千円

令和9年度

令和8年度

～ 120,000千円

令和11年度

令和8年度

～ 466,900千円

令和9年度

令和8年度

～ 12,654千円

令和9年度

二 色 浜 駅 前 広 場 整 備 工 事 設 計

塵 芥 収 集 車 購 入 事 業

市 道 近 義 日 根 野 線 道 路 拡 幅 事 業

32,571千円

小 中 学 校 特 別 教 室 空 調 設 置 事 業

麻 生 中 橋 本 線 （ 平 成 大 橋 ） 橋 梁 補 強 工 事

英 語 指 導 講 師 派 遣 事 業

排 水 路 浸 水 対 策 事 業

小学校屋内運動場空調設備用プロパンガス供給事業

保 健 だ よ り 印 刷 製 本 事 業

二 色 地 区 都 市 公 園 指 定 管 理
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事　　　　　　　項 期　　　間　 限　度　額

令和8年度

～ 3,800千円

令和9年度

令和8年度

～ 30,617千円

令和13年度

令和8年度

～ 5,028千円

令和9年度

令和8年度

～ 3,300千円

令和9年度

令和8年度

～ 18,164千円

令和13年度

令和8年度

～ 2,663千円

令和13年度

令和8年度

～ 60千円

令和9年度

インターネット環境改善運用保守事業 （中学校）

インターネット環境改善運用保守事業 （幼稚園）

生 徒 ・ 教 職 員 健 康 診 断 事 業

園 児 健 康 診 断 事 業

中学校屋内運動場空調設備用プロパンガス供給事業

児 童 ・ 教 職 員 健 康 診 断 事 業

インターネット環境改善運用保守事業 （小学校）
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借入先 償還期限 据置期間 償還方法 その他

千円 年以内 年以内

公共施設等ＬＥＤ
照明設備整備事業

1,800 30 5

合　　計 2,252,900

公共施設等除却債 89,200 10 0

社 会 体 育 施 設
整 備 事 業

3,100 30 5

図 書 館 施 設
整 備 事 業

3,000 30 5

公 民 館 施 設
整 備 事 業

75,800 30 5

消 防 防 災 施 設
整 備 事 業

257,200 30 5

学 校 施 設
整 備 事 業

28,700 25 3

公 営 住 宅
建 設 事 業

40,600 25 5

都 市 浸 水 対 策
整 備 事 業

41,300 20 5

上水道事業出資債 21,200 30 5

道 路 橋 梁 等
新 設 改 良 事 業

367,600 20 5

5

し 尿 処 理 施 設
整 備 事 業

54,000 30 5

河 川 等 整 備 事 業 11,700 20 5

第３表　　　地　　方　　債

起債の目的 限度額
起　債
の方法

利　率
償還の方法

備　　考

岸 和 田 市 貝 塚 市
斎場施設整備事業

377,400 30

3

民 間 保 育 所 等
整 備 事 業

70,500 20 3

忠 霊 塔 施 設
整 備 事 業

4,000 30 5

5

証券発行の場
合において発
行価格が額面
金額を下回る
ときは、それ
ぞれの発行価
格差減額を埋
めるために必
要な金額をそ
れぞれの限度
額に加算した
金額を限度額
とする。

左記の条件の
範囲内におい
て借入先に融
通条件がある
場合その条件
に従うことが
できる。ただ
し、財政の都
合により償還
期限及び据置
期間を短縮し
又は繰上償還
若しくは低利
に借り換える
ことができ
る。

年賦又は半
年賦・元利
均等又は元
金均等若し
くは満期一
括償還

清 掃 運 搬 施 設
整 備 事 業

5

農業基盤整備事業 2,400 30 5

市 民 文 化 会 館
施 設 整 備 事 業

ひと・ふれあいセン
ター施設整備事業

留守家庭児童会施設
等 整 備 事 業

公 園 緑 地
整 備 事 業

53077,400

25

30
政　府

その他

年6.5％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

証書借入
又は
証券発行

106,900

3,500

530600,900

14,700 30
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